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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期

第３四半期連結
累計期間

第28期
第３四半期連結
会計期間

第27期

会計期間

自平成20年
９月１日
至平成21年
５月31日

自平成21年
３月１日
至平成21年
５月31日

自平成19年
９月１日
至平成20年
８月31日

売上高（千円） 8,266,3672,214,29012,752,543

経常利益又は経常損失（△）　（千円） 644,548△86,2651,227,109

四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）（千円） 269,425△106,315 817,286

純資産額（千円） － 13,916,87214,360,381

総資産額（千円） － 20,902,19721,538,983

１株当たり純資産額（円） － 642.62 659.55

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）
12.42 △4.92 37.53

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 66.4 66.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
782,522 － 890,613

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△699,499 － △89,585

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
167,222 － △1,439,542

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） － 1,209,5991,040,204

従業員数（人） － 440 413

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
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４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年５月31日現在

従業員数（人） 440     

　（注）従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む）であります。

(2）提出会社の状況

 平成21年５月31日現在

従業員数（人） 308     

　（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

建設機械事業 1,475,822 －

圧入工事事業 917,167 －

合計 2,392,990 －

　（注）１．金額は、実際販売価格で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．セグメント間の取引については相殺消去しております。

(2）受注状況

　当第３四半期連結会計期間における圧入工事事業の受注状況を示すと、次のとおりであります。

　建設機械事業の製品については見込み生産を行っております。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比(％) 受注残高（千円） 前年同期比(％)

圧入工事事業 994,656 － 2,056,117 －

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

建設機械事業 784,551 －

圧入工事事業 1,429,739 －

合計 2,214,290 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 業績の状況

当社グループの関係する建設業においては、先行きの見えない経済状況の中で設備投資が減少傾向にあり、厳しい

状況が続いております。このような中で、当社は、建設機械事業においては、「クラッシュパイラーＳＣＵ－４００

Ｍ」を初めとする硬質地盤対応機の国内販売を積極的に行いました。また、海外市場においても機械販売の強化を行

うべく、米国及び欧州向けに専用機の開発を行っており、圧入工法とあわせ普及・拡販を図っております。一方で、圧

入工事事業においては、４月にＪＲ八王子駅南口で全自動機械式の地下駐輪場「エコサイクル」４基が完成した他、

５月にはＪＲ千葉駅東口でも２基が完成、ＪＲ品川駅前でも５基が工事中となっております。また、海外では英国にて

受注していた大型の圧入工事が５月に施工開始となりました。

このような状況の中で、当第３四半期連結会計期間は、売上高が第４四半期連結会計期間に集中する影響などによ

り、売上高は2,214百万円となりました。利益面においては、営業損失は104百万円、経常損失86百万円、四半期純損失は

106百万円となりました。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①建設機械事業

建設機械事業は、国内において、スタンダード機種である「サイレントパイラーＥＣＯ400Ｓ」に加え、硬質地

盤対応機の販売が堅調に推移しており、海外市場においては、工事から機械販売に軸足を移すべく、ビジネスモデ

ルの転換を進めております。この結果、売上高は784百万円、営業損失は185百万円となりました。

②圧入工事事業

　子会社である株式会社技研施工、ギケン　ヨーロッパ　ビー・ブィ、ギケン　セイサクショ　アジア　プライベート

・リミテッド、ギケン　アメリカ　コーポレーションの４社をメインに進める圧入工事事業においては、当社の発

明の優位性を発揮できる工法の普及を進め、国内外で「ジャイロプレス工法」や「ＧＲＢシステム」など利益率

の高い特殊工法に特化しており、売上高は1,429百万円、営業利益81百万円となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は直前四半期から247百万円

減少して、1,209百万円となりました。当第３四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況と主な要因は

次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、324百万円となりました。これは主に、たな卸資産の増加額351百万円、仕入債務の

減少額244百万円等の減少要因に対し、売上債権の減少954百万円等の増加要因の差引合計によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、154百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出154百万円

等の減少要因によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、422百万円となりました。これは主に、短期借入金の純減少額220百万円、配当金の

支払いによる支出123百万円等の減少要因によるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(4) 研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、19百万円であります。なお、当第３四

半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において主要な設備に重要な異動はありません。

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画した重要な設備の新設、除去等につい

て重要な変更はありません。

　また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 49,800,000

計 49,800,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年７月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 21,899,528 21,899,528
大阪証券取引所

市場第二部

単元株式数は1,000株

であります。

計 21,899,528 21,899,528 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 　当社は、会社法に基づき新株予約権を発行しております。

 　平成18年11月28日定時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 578

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 578,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 463

新株予約権の行使期間
自　平成21年８月11日

至　平成23年11月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

463

232

新株予約権の行使の条件

　権利行使時においても、当社の取締役、監査役、執行役員、

顧問又は従業員並びに当社子会社の役員又は従業員その

他これに準ずる地位にあることを要する。

　ただし任期満了による退任、定年退職その他これに準ず

る正当な事由がある場合にはこの限りでない。

新株予約権の譲渡に関する事項 　権利の譲渡、質入その他一切の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年３月１日～

平成21年５月31日
－ 21,899 － 3,240,431 － 4,400,708

 

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。  

（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成21年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　   212,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　21,368,000 21,368 －

単元未満株式 普通株式     319,528 － －

発行済株式総数 21,899,528 － －

総株主の議決権 － 21,368 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、「議決権

の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

　②【自己株式等】

 平成21年２月28日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社技研製作所
高知県高知市布師田

3948番地１
212,000 － 212,000 0.96

計 － 212,000 － 212,000 0.96

　（注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数第３位以下を切り捨てしております。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
９月

10月 11月 12月
平成21年
１月

２月 ３月 ４月 ５月

最高（円） 450 444 401 434 429 430 420 419 430

最低（円） 420 351 360 382 400 398 400 400 405

　（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平

成21年５月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年９月１日から平成21年５月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

株式会社　技研製作所(E01690)

四半期報告書

10/20



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,963,380 1,794,204

受取手形及び売掛金 ※1
 3,140,260

※1
 4,461,729

有価証券 － 162,210

製品 595,531 432,632

原材料 1,629,619 1,329,989

仕掛品 1,315,155 1,142,429

未成工事支出金 195,933 198,071

繰延税金資産 680,376 717,634

その他 314,940 427,703

貸倒引当金 △128,857 △150,247

流動資産合計 9,706,339 10,516,357

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,972,601 2,060,627

機械装置及び運搬具 8,803,684 8,888,646

土地 4,510,946 3,976,707

建設仮勘定 450,285 634,040

その他 483,105 477,579

減価償却累計額 △8,508,269 △8,717,648

有形固定資産合計 7,712,355 7,319,953

無形固定資産 185,289 219,943

投資その他の資産

繰延税金資産 641,298 669,204

その他 2,723,155 2,825,939

貸倒引当金 △66,240 △12,413

投資その他の資産合計 3,298,213 3,482,729

固定資産合計 11,195,858 11,022,626

資産合計 20,902,197 21,538,983
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年８月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 2,204,030

※1
 2,226,860

短期借入金 1,839,880 1,807,080

未払法人税等 55,965 493,457

賞与引当金 114,146 430,451

役員賞与引当金 7,837 37,259

その他 791,932 684,234

流動負債合計 5,013,791 5,679,343

固定負債

長期借入金 896,640 371,200

退職給付引当金 94,080 94,080

役員退職慰労引当金 712,250 717,360

その他の引当金 213,842 226,969

その他 54,720 89,648

固定負債合計 1,971,533 1,499,258

負債合計 6,985,325 7,178,602

純資産の部

株主資本

資本金 3,240,431 3,240,431

資本剰余金 4,400,751 4,400,719

利益剰余金 6,671,794 6,713,037

自己株式 △117,561 △60,911

株主資本合計 14,195,415 14,293,276

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △42,861 △21,186

為替換算調整勘定 △264,435 71,301

評価・換算差額等合計 △307,296 50,114

新株予約権 28,752 16,990

純資産合計 13,916,872 14,360,381

負債純資産合計 20,902,197 21,538,983
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年５月31日)

売上高 8,266,367

売上原価 5,006,039

売上総利益 3,260,328

販売費及び一般管理費 ※
 2,511,878

営業利益 748,450

営業外収益

受取利息 8,341

受取配当金 1,066

不動産賃貸料 74,975

その他 14,586

営業外収益合計 98,970

営業外費用

支払利息 42,569

為替差損 142,377

その他 17,925

営業外費用合計 202,872

経常利益 644,548

特別損失

固定資産廃棄損 4,798

投資有価証券評価損 8,472

たな卸資産評価損 15,984

特別損失合計 29,254

税金等調整前四半期純利益 615,293

法人税等 345,867

四半期純利益 269,425
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年５月31日)

売上高 2,214,290

売上原価 1,485,804

売上総利益 728,486

販売費及び一般管理費 ※
 832,603

営業損失（△） △104,117

営業外収益

受取利息 1,478

受取配当金 2

不動産賃貸料 26,045

その他 3,941

営業外収益合計 31,467

営業外費用

支払利息 13,033

為替差損 442

その他 139

営業外費用合計 13,615

経常損失（△） △86,265

特別損失

固定資産廃棄損 632

投資有価証券評価損 38

特別損失合計 670

税金等調整前四半期純損失（△） △86,936

法人税等 19,379

四半期純損失（△） △106,315
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 615,293

減価償却費 475,225

賞与引当金の増減額（△は減少） △316,304

貸倒引当金の増減額（△は減少） 61,661

受取利息及び受取配当金 △9,408

支払利息 42,569

為替差損益（△は益） 78,469

売上債権の増減額（△は増加） 1,023,219

たな卸資産の増減額（△は増加） △681,566

仕入債務の増減額（△は減少） 112,721

その他 203,885

小計 1,605,766

利息及び配当金の受取額 10,596

利息の支払額 △49,115

法人税等の支払額 △784,724

営業活動によるキャッシュ・フロー 782,522

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の売却による収入 154,991

有形固定資産の取得による支出 △999,686

有形固定資産の売却による収入 12,184

投資有価証券の売却による収入 99,127

その他 33,884

投資活動によるキャッシュ・フロー △699,499

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 20,000

長期借入れによる収入 650,000

長期借入金の返済による支出 △111,760

自己株式の取得による支出 △57,243

配当金の支払額 △296,889

その他 △36,883

財務活動によるキャッシュ・フロー 167,222

現金及び現金同等物に係る換算差額 △80,850

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 169,394

現金及び現金同等物の期首残高 1,040,204

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,209,599
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年５月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 (1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　たな卸資産については、従来、個別法もしくは月別総平均法による原価法により

評価しておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を適

用し、個別法もしくは月別総平均法による原価法(貸借対照表価額については、収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法)に変更しております。これにより当第３

四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益に与える影響はありませんが、税金

等調整前四半期純利益が15,984千円減少しております。

 (2)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適

用

　第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報

告第18号)を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。これによる損益に

与える影響は軽微であります。

 (3)リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19

年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度

に係る四半期連結財務諸表より適用することができることになったことに伴い、

第１四半期連結会計期間よりこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。

　なお、リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理を適用しております。

 

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年５月31日）

１．たな卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略

し、前四半期連結会計期間末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算

定しております。 

２．一般債権の貸倒見積高の算定方

法

　貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れる場合に、前連結会計年度決算において算定した貸倒実績率等の合理的な基準

を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年５月31日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。

 

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年５月31日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び連結子会社である株式会社技研施工は、法人税法改正（減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正

する省令（平成20年４月30日　財務省令第32号））に伴い、第１四半期連結会計期間より有形固定資産の減価償却費を算

出する際の耐用年数を、改正後の法人税法の耐用年数に変更しております。これにより当第３四半期連結累計期間の営業

利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ38,268千円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年５月31日）

前連結会計年度末
（平成20年８月31日）

※１．連結会計期間末日満期手形

　連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当

第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日でし

たが、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。当第３四半期連結会計期間末日満期手形の金

額は、次のとおりであります。

※１．連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当

連結会計年度の末日が金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして処理しております。当

連結会計年度末日満期手形の金額は、次のとおりであ

ります。

受取手形 241,221千円

支払手形 270,636〃

受取手形 107,637千円

支払手形 298,689〃

２．買取保証

　下記のとおり買取保証を行っております。

２．買取保証

　下記のとおり買取保証を行っております。

三井住友ファイナンス＆リース㈱ 306,500千円

エムシー中国建機㈱ 62,000〃

その他２件 28,000〃

三井住友ファイナンス＆リース㈱ 318,500千円

エムシー中国建機㈱ 62,000〃

その他５件 46,552〃
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（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年５月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 78,652千円　

給与手当 631,499〃　

賞与引当金繰入額 57,715〃　

退職給付費用 66,955〃　

役員退職慰労引当金繰入額 38,210〃　

役員賞与引当金繰入額<
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年７月15日　

株式会社技研製作所

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 土 居　正 明　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 伊與政　元治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社技研製作所

の平成20年９月１日から平成21年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平成21

年５月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年９月１日から平成21年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社技研製作所及び連結子会社の平成21年５月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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